
全国健康保険協会の業績に関する評価 (船員保険)

※ 評価欄の判定基準は、S・ A・ B C・ D
】 Si目 標を大幅に上回つている A:目 標を上回つている B:目 標を概ね達成している C:目 標をやや下回つている D:目 標を下回っており、大幅な改

①
船員保険職務外結付の受付から握込
までの日数の目標 (10営業日)の運
威率

【評価の視点】
船員保険職務外給付については、

サービススタンダー ドの状況を適切
に管理し、100%の達成率を目標に
着実な実施に努めたか。

100%
く事業報告 (概要)>

達成率 9900/o

サー ビススタンダー ドの達成率 (10営 業日以内に振込むことができた割合)は、23年度全体では990%であるが、23年 9月 以降は毎月100%
している。

また、平均所要日数は717日 (22年度は1044日 )で あった。

く自己評価>

年度当初 (23年 4月 単月)は963%の達成率であつたが、
後適正な進捗管理に努めた結果、23年 9月 以降は毎月100%
している。

そ の

く委員ご意見>



員保険職務外給付の受付から撮込
での日数

【評価の視点】
船員保険職務外給付については、

サービススタンダー ドの状況を適切
に管理し、10096の 達成率を目標に
着実な実施に努めたか。

10営業日以
内

く事業報告 (概要)>

平均所要日数 717日

サービススタンダー ドの達成率 (10営 業日以内に振込むことができた割合)は、23年度全体では99096で あるが、23年 9月 以降は毎月100%を 達
している。

また、平均所要日数は717日 (22年 度は1044日 )であつた。

く自己評価>

適正な進渉管理に努めた結果、平均所要日数は22年度の1044日
ら717日へと短縮 している。

く委員ご意見>





く事業報告 (概要)>

年間平均 228日

保険証の発行に要する日数については、23年度の平均は228日 (22年 度は368日 )であり、日標指標である 3営業日以内を達成 している。

資格取得申請の受付または勤務して
いた船舶所有者における資格壺失情
報の取得 (年會事務所からの回送 )

のいずれか遅い方から保険証送付ま

【評価の視点】
保険証の交付については資格情報

の取得から保険証送付までの平均日
疾病任意継続被保険者の保険証

については申請の受付又は資格喪失
の取得のいずれか運い方から保

までの期間に係る目標指標
定め、その状況を適切に管理 し、
実な実施に努めたか。

く自己評価>

23年度においては、適正な進23年度においては、適正な進行管理に努めたことにより、日裸
3営業日以内を達成 し、平均日数については前年度 (368日 )

より短縮 した。

く委員ご意見>
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【評価の視点】
外部委託事業者のノウハウを活用

し、適切な広報を通して、被扶養者
めるなど、健診受診率

とができたか。
上を図るこ
について

、健診受診案内バンフレッ ト送付
寺に特定健診受診対象者名を記載し
こ受診券を船舶所有者を通じて交付受診券を船舶所有者を通じて交付
る方式を導入するとともに、健康
険と同様の契約方式に変更するこ

にするなど、受診しやすい健診に
ることができたか。

崚保険者
47.5,`

被鉄養者
61 4%

く事業報告 (概要)>

被保険者 338%(22年度 337%) 被扶養者 88%(22年度 85%) ※いずれも速報値ベースの数字

蓄積されたノウハウを有する外部委託事業者 (船 員保険会)を活用し、巡回健診等を中心に特定健康診査を包括した形で生活習慣病予防健診を実
している。

23年度は、次のような取組みを推進 した。
【被保険者】
①健診実施機関の拡大を図つた。 (123機関-126機関)

②「船員保険業務のご案内」へ健診に関する情報を掲載し、協会支部、年金事務所の窓口に設置するとともに、関係団体の機関誌等に掲載し積極
的な受診勧奨を実施した。

③未受診者のいる船舶所有者に対して再度の健診案内を送付した。

【被扶養者】
①健康保険と同様の集合契約方式の導入により、健診実施機関の大幅な拡大を図った。 (22年 度1420機関→23年度49.514機関)

②受診券申請手続きを省略し、あらかじめ受診券を作成し船舶所有者を通して配布することで受診手続きの簡素化を図つた。

<自 己評価>

23年度は、健診実施機関の拡大 (1,420機 関→49514機関)な
ど、受診 しやすい環境の整備を進めたが、東日本人震災の影響も
あり、健診や特定保健指導の実施率は、ほぼ前年度と同程度の水

ことどまつた。

24年度は、次のような取組みを実施 している。
保険者についても、被扶養者同様にあらか じめ受診券を作成

し配布。受診手続きの簡素化を図る。
特定健康診査 と市区町村のがん検診との同時受診に

関する広報を受診券送付時に実施する。
加入者あて文書の送付時に健診に関する案内チラシを同封する
ことや船員関係機関誌等を活用する等、積極的な広報を実施す

く委員ご意見>





く事業報告 (概要)>

被保険者 55%(22年度 64%)被 扶養者 04%(22年度 2696) ※いずれも速報値ベースの数字

被保険者の特定保健指導は外部委託事業者 (船員保険会)の保健師等により事業所及び漁協 (漁港)等を訪問 し、行っている。 しか し、
・対象者が漁期中は乗船 していることや、地域ごとに漁期が異なることか ら、事業所に伺っても対象者に面会できず、保健指導の計画が立てづら

い
・対象者が長期にわた り乗船する場合、通信手段の確保が困難なため保健指導を6ヶ 月間継続することが難 しい

船員の人・出港に応 した検診車による巡回健診の受診者が多く、健診結果の確定が後日となつて しまい、階層化により対象者が確定 したときは
既に乗船 していることがあり保健指導が難 しい

など、船員の特殊事情もあり、日標を下回つている。

23年度は、次のような取組みを推進 した。
①健康保険と同様の集合契約方式の導入により、被扶養者の指導実施機関の拡大を図つた。 (968機関-14.576機関 )

②被保険者に対してオーダーメイドの情報提供冊子を作成配布し、健康意識の啓発を促進することで特定保健指導への関心を高めた。

【評価の視点】
外部委託事業者のノウハウを活用

し、適切な広報を通 じて、被扶養者
への定着を進めるなど、健診受診率
や保健指導の実施率の向上を図るこ
とができたか。被扶養者について
は、健診受診案内バンフレット送付
時に特定健診受診対象者名を記載し
た受診券を船舶所有者を通して交付
する方式を導入するとともに、健康
保険と同様の契約方式に変更するこ
とにより健診実施機関を拡大 し、地

うにするなど、受診しやすい健診に
ることができたか。

く自己評価>

上記のような船員の特殊事情により、日標達成は困難な状況に

あるが、24年度においては次のような取組みを推進することとし
ている。
①被保険者の特定保健指導の外部委託実施機関を拡大する。
②加入者あて文書の送付時等に必要に応じて、健診及び特定保

健指導の案内チラシを同封することや関係団体の協力を得て
船員関係機関誌等を活用する等、適切な広報を実施する。

③被扶養者の特定保健指導の保険者負担額を引き上げること
で、利用者の窓口負担額を軽減している。

④特定保健指導対象者に対し、指導を受けるよう働きかけを強
化する。

く委員ご意見>
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く事業報告 (概要)>

1,638円 (22年 度 2357円 )

記号番号誤 り、資格喪失後受診等の事項について協会が点検 し、医療費の適正化を図つている。船員保険にあつては、健康保険事業に係る点検職
員の リソースを活用するため、東京支部において業務を行つている。また、レセプ トシステムによリレセプ ト抽出機能の活用により効率的に資格点

を行つている。
※船員保険については、支払基金におけるオンラインレセプトの請求前資格確認を行つていない。

【23年度の減少要因】
①22年度は21年度の未処理分15ヶ 月分を含め135月 分を処理したが、23年度においては滞留分を解消した。
②22年度までは、資格喪失後受診となっているレセプトをすべて支払基金に返戻していたが、氏名索引により船員保険の資格取得が確認できたも

のについては、23年度からは原則として返戻 しないこととした。

1人当たり資格点検効果額

【評価の視点】
資格点検において、オンラインレセプトの請求

け資格確認により、早期化及び効率化は実現した
か 。

また、外傷点検において、レセプ ト点検全体の
業務の効率化を図ることにより、外傷点検 (第二

者行為に起因するもの)に注力し医療費適正化効
果に努めたか。

く委員ご意見>く自己評価>

23年度は、上記のような要因により前年度と比較し効果額が低
下したが、やむを得ないものと考える。

なお、支払基金におけるオンラインレセプトの請求前資格点検
を実施するためには、船員保険システムの大規模な改修が必要で
あり、今後のシステム刷新における検討課題としたい。
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<事業報告 (概要)>

Webを 使つた発注システムの導入により、スケールメリットによるコス トの削減を図つた。

調達に当たつては、契約の透明性を高め、調達コス トの削減を図るため、100万円を超える調達は、一般競争入札を原則とし、随意契約が必要なも達に当たつては、契約の透明性を高め、調達コストの肖1減を図るため、100万円を超える調達は、一般競争入札を原則とし、随意契約が必要なく
ついては、調達審査委員会において個別に妥当性の審査を行つた。これら調達実績については、ホームページ上で公表することにより、透明性

確保に努めた。23年度における100万円を超える調達件数全体では、事業の見直 し等により、競争性のない随意契約の件数は6件の減少 (22年 度29
-23年度23件 )と なった。
なお、コピー用紙等の消耗品の使用状況としては、A4コ ピー用紙は454箱 (22年 度は454箱 )、 プリンター トナー (黒 )は 52個 (22年 度は51個 )、
リンター トナー (カ ラー)は57個 (22年 度は80個 )で あつた。

・腱意契約の割合 (件数).内訳
・コピー用紙等の消耗昌使用状況
'その他の取り組み状況

【評価の視点】
「全国健康保険協会事務費削減計画」に基づ

き、職員のコス ト意識を高め、競争入札や適切職員のコス ト意識を高め、競争入札や適切な
管理等により、経費の削減を図り、目標を達
るように努めたか。

また、調達や執行については、調達審査委員会
もと、これらを適切に管理するとともに、ホー
ページにより調達結果等を公表することによ

り、透明性の確保に努めたか。

く自己評価>

「競争性のない随意契約」は23年度において23件 となったが、こ

れ らは全て、システム関係など一般競争入札とできない性格のも
のであり、その他の契約については一般競争入札又は企画競争と
して行つた。

コピー用紙等の消耗品について、職員のコス ト意識を高めるとと
もに、引き続き両面印刷や集約化、コピー用紙の再利用、カラー

印刷の抑制などに取 り組んだ。

く委員ご意見>



全国健康保険協会の業績に関する評価 (業務運営体制等)

【評価の観点】
協会のミッションや目線の徹底、職場におけるコ

ミュニケーションの強化、人材育成、働きがいを実
できる職場づくりを行うとともに、仕事を通じて
員の意識改革を進め=加入者本位や、主体性と実
性の重視、自由園違な気風と創意工夫に富んだ組

文化の定着に向けた取 り組みを図つたか。

く事業報告 (概要)>

(1)協会のミッションや日椰の徹底とコミュニケーションの強化
0 4月 、9月 、12月 及び3月 に支部長会議を開催するとともに、役職員が全国6プ ロックのプロック会議に

'加
した。さらに、4月 、10月及び1月 に理事長から

全職員に対してメッセージを発信し、協会のミッションや日標についての徹底を図つたも
O 階層男1研修では、役員が協会のミッションや目標、それぞれの階層に期待すること等を直接着手から幹部職員までに講話する機会を設けた。

(2)人事

"領
と人材青威

O 個々の職員の役割や日標を明確化するため、全職員が半期ごとに日標違威シー トを作成し、日標管理で設定した日標に対する達成度を含め、その期間の
取組内容や成果を人事評価に反映した。

0 24年度に向けた見直しとして、幅広く労務管理を行う必要がある管理職員については、評価内容及び着眼点を具体的に記述し、より実態に即した評価項
目とする等、人事評価要領の改正を行つた。

O 部長、グループ長、リーダー、スタッフの各晴層を対象として、組織マネジメント、問題発見解決能力向上、コミュニケーションカ向上等、各階層に求
められる役割について研修を行つた。

(3)新たな組織風土・文化の定着
0 11月 に人事制度検討委員会を設置し、人事制度改定の検討を開始した。協会独自の人事制度を構築し、協会の事業展開、取組みを支え、発展させること
ができる新たな組織風土の定着と職員の意識改革をさらに促すため、今後、人事コンサルタントの支援を得ながら、26年ごろを目途に実施できるように検
討している。

の■■やミッション・目●、それぞれの自層に期41す ること●を菫
ることにより、BO●ミッションや日●●●●メロられた。

〈0人●絆●と人●■咸
0人●,■●底による目■■■の仕組みが一定■底定着した。また、人●●●●■●
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口麟手議●についてヨ■することができた。また、リーダー研●■びスタッフ研修に
おいては、各嗜層に求められる籠力の向上のほか、協会0●■として,■すべき肉●
(E凛彙崚の■状 摯■■)につしヽて,■することができた。
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提
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'■
拿として掲示線に掲0し た●果、好●

"情
報の共有

`ヒ

が口られ、各支●において支●の実僣に合つたさらに効彙的な拿書改●へ摯げるこ
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"颯
の夫■を回り,

彙菫きに取り入れた.



【評価の視点】
若年層に対する研修体系を整備し、協会の将来を

担う人材育成を推進するとともに、昇格等に合わせ
て行う各階層月1研修について一層の充実を日|る 取り
組みを行つたか。

またo―ラーニングの実施や通信教育講座の斡旋な
ど多様な研修機会を図るとともに、引き続き、企ど多様な研修機会を図るとともに、引き続き、企
画、サー ビス向上、コンプライアンス、個人情報保
護、レセプ ト点検、保健事業等の重点的な分野を定
め、研修等により人材育成のための取り組みを図っ
たか。

く事業報告 (概要)>

(1)コ ンプライアンスの色店及び個人情報保菫
0 法令専規律の連守 (コ ンプライアンス)に ついては、職員に行動規範小冊子を配布し、常時携行させコンプライアンス基本方針、行動規範、通報ll度に対する意

サ::li:員,3,[E,::El鰯 茅
認 鑑 1翻雪

ι
易嘲 誇辮 椒 1翻躙 脚 躙

0 個人情報保護や情報セキュリティについては、各種規理の連守やアクセス‖限、パスワー ドの適切な管理簿を薇底するため、個人情報の管理状況の点検を随時彙
施した。

人材青成については、各階層に求められる

青咸プログラム
を可能とした。
た。このプログラムに従い、協会葉

に工夫を行い、レセフト点検スキルアップ研修については、全国を13の プロックに分け
O 新卒採用者の入社が始まつたことを受けて、将来の協会を担う人材の青威を推進する

務を総合的に理解することを目的として、新入摯員研修 (4月 )の後、配属先支部におt

し、新入凛員フォローアツプ研修 (9月 )により6か 月にわたる研修の習熟度の確霊など

るために新入議員青咸プログラムを策定した。このプログラムに従い、協会葉
,いて釣6か月間にわたり計画的に支部業務全般を理解するためのOJT研修を実施
どを行った。により6か 月にわたる

0 ■■の籠力開発の性会を増やすため、自己
職員に対して受講経費の一部を補助する‖度

当腋講座を所定の期間で修了した

く自己押価 >
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く事業報告 (概要)>

(1)支部との連携強化        _
0本部と支部の適切な支援 協力関係の構築として、23年4月 、9月 、12月 及び24年3月 に支部長会議を開催 した。役職員が全国 6プロックのプロック会議に
参加し、支部幹部と意見交換を行う等、 トップの意思を明確にし、事業運営の方針や計画等に関して意思の統一を図つた。また、理事が支部評議会に出席
し意見交換を行うとともに、支部評議会ll長を運営委員会に招き意見交換を行つた。
これらの取組みを通して、内部統制が適切に機能し、諸猥題に対して本部と支部が建設的な議論を通して共に考えて解決策を模索していくことを基本と

する体制の構築に努めた。
(2)組織体樹の見直し
0 支部内の部Pl間連携の強化に向けて、3支部でそれまで2か所に離れていた支部の事務所を統合した。また、保健事業推進検討会における検討を踏まえ、
保健グループの企画力を強化し事業の推進を図るため、22年 10月 から、保健グループを原則として業務部から企画総務部へ移管する見直しを行つた。
また、業務及びシステムの刷新の検討を行うため、平成23年4月 1日 より本部に業務・システム刷新準備室を設置した。

耶と支部の適切な支援・協力関係、本部 と支部
じた内部統制 (ガバナンス)、 支部内の部門間

出を強化するとともに、必要に応 じ組織体制を見
し、組織運営体制の強化を図つたか。

く自己評価>

(1)支部との連携強化
〇 支部長会饉、プロック会議、理事の支部評議会への出席、

支都評議会臓長の運営委員会への出席等を通じて、本部及
び支部の意思の共有を図つた。

(2)組織体制の見直し
○ 協会設立当初より事務室が2か所に分かれていた3支部につ
いて統合を実施したことにより、支都運営の効率化、部門間
の連携の強化が図られた。また、2支部において業務グルー
プの分割を行い、効率的な業務運営を行うための体制強化を
行つた。
010月 までに5支部において保健グループを業務部から企画
総務部に移管し、保健事業の企画力強化と事業推進を図つた。



【lT価の視点】
支部管内の事業主 (健康保険員)に対して保健事

業の重要性を説明するとともに肪問活動等により、
よりよい協力|1係 を築き、事業主との連携強化を
図つたか。

医療費データを活用した「事業所健康度診断ツール」を全支部に提供し、その情報を活用し支部幹部が中lbと なり積極的に事業所肪

より効果的な情報提供の方法や説得力のある健診・医療費データの分析方法を更にパイロット事業において、事業所との距離を近づけることができるよう、

く自己評価>

餞経驚:奮婁寺鷺τ「阜歳五年震奪素喜呂警霊鴛肇幾声肥禽二与
真圭軍猛賛薯た縫震勝実覇[雪盤品二た藉響|「 17鬱をお品入薯
督FF督程婁割1見 EE督軍島3ま

うヽ事業:の実施方法を工夫す

0現在、支部の幹部が中心となり、保健事業をはじめ協会事業を
ご理解いただけるよう積極的に事業所訪間に取組んでおり、パイ
ロット事業の結果や各支部の好取組みも参考に、事業所との距離
を一月縮める取組みを進めて行きたい。

く委員ご意見>



今後のスケジュール

10月 3日 (水 )

○ 第 5回 業績評価検討会開催

(時間 :15:00～ 17:00´ 場所 :厚生労働省専用第 14会議室)

・評価シー トの「事業報告 (概要)」 欄及び「自己評価」欄につ

いて全国健康保険協会より具体的な説明

・質疑応答

10月 4日 (木 )

○ 事務局より各委員へ評価シー トを送付

○ 評価シT卜 「委員ご意見」欄に評価をご記入

・評価基準の視点に基づき評価を行う。

「個別的評価 (数値目標ある場合)に関しては、達成状況及び

実施状況に応 じて 5段階評価 (S～ D)を示す。

10月 19日 (金 )

○ 各委員は2週間 (10月 18曰 くらい)を目途に作成

0 10月 19日 (金 )までに事務局へ評価シー トご提出

10月 下旬～11月 中旬

○ 評価シー ト集計 (事務局 )

○ 各委員の方からご提出いただいた評価シー トにっいてご意見を

踏まえ、11月 上旬までに最終評価 (案)作成 口調整

O 最終評価確定

11月 下旬

○ 全国健康保険協会へ業績評価について通知

O 業績評価の結果を公表



(参考資料 1)

全国健康保険協会補足説明資料
(保健事業)

平成24年 10月 3日

全国健康保険協会
協会けんぱ



協会けんぱ特定健康診査等実施計画 (5カ 年計画) について

20年4月 に社会保険庁において、参酌標準 (国が示す基準)を基に策定された政府管掌健康保険特定健康

診査等実施計画を踏襲し目標値を設定している。制度発足当時の実績がない中で設定された目標値であり、

実態と大きく乖離したものとなつていたため、24年度の目標値については、実績や今後の取組み努力も勘

案し見直しを図つたところである。
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(参考)参酌標準 (国が示す基準)・ 加算減算制度の取扱いについて

《保険者の状況の違いについて≫

保険者毎の状況の違いについては、事業主健診の取得や保険者としての位置づけなど、保険者種別による違い

が多いことから、加算減算制度の実施にあたつては、市町村国保、単一健保といつた種別毎の違いを考慮するため

一定の調整を行つた上で特定健診・保健指導の実績を評価することを基本的な考えとすることが「第8回保険者によ

る健診口保健指導等に関する検討会」において、厚労省より提起されたところである。

《協会けんぼの取扱いについて≫

○協会けんぼにおいては、他の保険者と異なり、小規模の事業所が広い地域に点在し、1事業所あたりの特

定保健指導対象者が少なく効率的な保健指導の実施が難しいこと、また、協会については、健康保険組合

などと異なり、個々の事業所が主体的に加入しておらず、保険者と事業主との距離感が大きく健診や保健

指導に対する理解を得られないことがあり効果的な取り組みに課題がある。

○このような状況の中で各保険者の達成状況について、一律の基準により評価することは適当ではないと

考えておりヽ上記検討会においても基本的にこのような趣旨のもと、加算減算の取扱いが取りまとめら

れたところである。

(参考)1事業所当たりの対象者数等の状況

事業所数 被保険者数 健診対象者数
1事業所当たり
被保健者数

1事業所当たり
健診対象者数

単一健保 23千 9,609千人 7,499千人 425.4メ、 3319ン｀

総合健保 92千 6,111千人 3,663fA 663A 398人

:日
本私立学校振興
・共済事業団

14千 854千人 358千人 35.0人 2■ 1人

「第9回保険者による健診・保健指導等に関する検討会」資料より 2



平成23年度協会けんぱの主な取組みについて

1)健診関係

①ダウロァドサービスの開始

○これまでの健診申込みは、協会が年度当初に送付する全健診対象者が印字された申込書に、事業所の担当

者が必要事項を記載した上で行つていたが、今回事業所側で申込書のデータを適宜加工、編集が可能となる

サービス(ダウンロードサービス)を開始し、事業所の作業、管理の負担軽減を図つた。更に24年度はダウン

ロードデータを活用し、インターネットによる申込みが可能となる運用(アップロードサービス)を開始した。

②受診券自宅直送

24

23年度 24年度

ダウンロードサービス利用 2,221事業所 13′,45事業所

アップロードサービス利用 4′859事業所

○被扶養者の受診券を自宅 (被保険者宅)に直接送付する取組みを23年度4支部でモデル的に実施した。現在、

全国実施に向けて検討を進めている。

③特定健診とがん検診との同時実施

O被扶養者の特定健診を推進するためには、その地域の市町村のがん検診と同時実施を推進する必要があり、

都道府県がん対策課、市町村、他の保険者と連携し、加入者に対し同時実施が可能な健診機関等の情報

提供に努めた。また、市町村と一体となった受診勧奨に取組むパイロット事業を実施した。 (24年度支部ヘ

の実施状況調査によると協会加入者と市町村がん検診と同時実施ができる市町村は860か所あつた)

3



2)保健指導関係

①事業所訪間による勧奨

O事業所との距離を更に縮めるため、個別事業所単位の健診口医療費データを活用した「事業所健康度診断ツー

ル」をす部の支部で始まつたものを全支部に提供し、その情報を活用し支部幹部が中心となり事業所訪間を実施。

②保健指導実施体制の強化

〇地域のナースセンターや市町村との連携などを通じ90名 の保健師を新たに採用した。(24.3末現在668名 )

〇管理栄養士の採用については、23年度から全国で開始し82名 を新たに採用した。(24.3末現在93名 )

〇外部委託については、費用の精算などの事務のシステム化を図り23年度から本格的な拡充を開始した。

23支部261機関(22年度)⇒ 43支部577機関(23年度)      .

③ニーズに応じた取組み

○市販のITツールを活用した保健指導について、23年度から全国的な導入を開始し、15支部で活用を図つた。

(利用者3′419人 )

○休日や夜間での公民館等の公的施設を利用した保健指導を開始した。

4



④保健指導スキルの向上

023年度は本部から保健指導の実績が相対的に上がっていない6支部の取組み支援を行つたり、好事例としての

メ=ル支援の方法や事例集の共有化を図つた。また、従来の保健師研修の体系を見直し、職位、経験年数別に

よる階層別研修を導入するなど保健指導のスキルアップに努めた。

⇒ 上記の様々な取組みにより、中断率の減少を図り、6カ月後評価件数の増加を図った。

被保険者の特定保健指導の実績

20年度 21年度 22年度 23年度 前年比増減

特定保健指導対象者数 (人 ) 807,203 917,385 994,126 1,080,959
86,833

(+9り

特
定
保
健
指
導
　
（件
）

実施率 09% 48% 62% 8.6% 2.4ポイント

回

接

初

面

協会実施

外部委託

75,924 127,092 136:452

3440
178,372

21,397

41,920

17,957

計 75,924 127,092 139,892 199,769
59,877

(+43%)

6カ月

後評価

協会実施 7,003 44,440

外部委託

計 7,003 44,440

保健師等―人あた

り年間終了件数※
97.2

訪問事業所数(延数) 225,325 97,818 110,596
12.778

(+13%)

保健指導1日 あたり移動距離 42.9km 41.lkm 49.Okm 7.9km

※保健指導等が保健指導に1年間180日 従事した換算して算出



、⑤重症化予防対策への取組み

O特定保健指導の取組みと並行して、糖尿病の未治療者に対して受診を促すことを目的としたパイロット事業を

23年度に福岡支部で取り組んできたところである。

福岡支部の取組み結果によると、受診勧奨者の10%が通院を開始し一定の効果が見込まれたことから、

25年度から全国展開を進めて行く方向で現在検討を進めているところである。

(参考)上記取組みのほか、次の取組みも行つている。

≪広島支部≫           4 ~

糖尿病性腎症の患者のうち軽度から中度の者をレセプトデータから抽出し、専門的な教育を受けた委託先の保健師、看護師が、かかりつけ医

と相談しつつ個別面接や電話などで支援を実施。

≪沖縄支部≫

高血圧、糖尿病の未治療者に対し、県医師会 ,地区医師会と連携して地域ごとの専門医療機関リストを作成し、それにより受診勧奨を実施。

6



補足説明資料
(東 日本大震災への対応について)

平成24年 10月 3日

(参考資料 2)

全国健康保険協会

全国健康保険協会
協会けんぼ



E で1)震央発年後の協会業務の復旧に向けた取組みについて

協会においては、震災直後から、職員及び支部の施設の被災状況の把握に努めま

した。本部においては、被災地での通信手段の途絶等の影響を受けたものの、3月

14日 までには、各支部の被災状況、職員の安否のほぼ全容を把握し、その後は逐次、

震災及び計画停電による職員の出勤への影響と業務の処理状況の把握に努めたほか、

医療機関の窓由における一部負担金の支払猶予、社会保険料の納期限延長など、震

災に係る協会としての当面の対応方針や国における対応の内容について支部へ連絡

を行いました:

事務室の被害の大きかつた宮城支部においては、3月 16日 までの間、建物の被災

等による入居 ビルの閉鎖により支部の閉鎖を余儀なくされましたが、当該支部あて

の照会電話を山形支部で対応 したり、年金事務所等への情報提供を行つたりするな

どにより、その影響が最小限となるように努めました。その後、近隣支部の支援の

もと、17日 から業務復旧に向けた対応を開始し、22日 から業務の復旧を果たしまし

た。

また、東京電力管内の支部において業務時間中に計画停電による停電が発生しま

したが、事前の情報収集のほか、必要な業務を停電前後にシフ トするなど、所要の

対策を講 じた結果、 トラブルの発生を防ぎました。

傷病手当金等の支払いにつぃては、支払委託先の金融機関におけるシステム障害

の発生等の影響もあり、震災のあった 23年 3月 のみ、一部の支部で多少の遅延が発

生しましたが、翌 4月 以降については、ほぼ通常の日数での処理に戻すことができ

ました。

E(2)震災対応により新たに1生 した業務の処理について

医療機関等に受診した際の一部負担金の免除 (詳細は (3)v)に記載。)につ

いては、23年 7月 から、医療機関等の窓口に免除証明書の提示が必要となりました。

このため、全支部に対し、6月 24日 (金)までに受理した申請については、6月 中

に必ず加入者の手元に届くよう、28日 までの免除証明書の発送を指示し、また、6

月 27日 (月 )、 28日 (火)の受理分についても30日 までの発送を完了するよう指

示し、ほぼ実行されました。‐

また、多数の被災者が集中していた宮城及び福島支部においては免除証明書の申

請が一時期に集中し、その審査や発行等の業務量が過大なものとなったことなどか

ら、本部や他め支部から、6月 13日 から9月 16日 までの間に、延べ 804名の職員



/

を応援 として派遣し、また臨時職員を雇い、両支部の事務処理体制を強化すること

により対応 しました。

I(3)被 災者、事業皇及び船舶所有者への対応

東 日本大震災発生以降、被災した加入者や事業主及び船舶所有者の皆様に対 して

「東 日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律」(特別法)

及び国の方針に基づいて費用負担や保険給付に関し、主に以下のような対応を行つ

てまいりました。           、

i)保険証なしでの受診

医療機関等を受診する場合は、医療機関等の窓口で「氏名」、「生年月日」及び

「事業所名又は船舶所有者名」を申し出ることにより、保険証を提示することなく

受診することを可能としました (23年 6月 末日まで)。

23年 7月 1日 以降につきましては、保険証の提示が必要となりました。

1)任意継続被保険者の保険料納付猶予

震災の影響により任意継続被保険者の方が保険料を納付期 日までに納付するこ

とが困難な場合には、申出を行えば、23年 5月 末日まで納付を猶予することとしま

した。

ili)社会保険料の納付期限延長、免除

日本年金機構において、被災地域に住所がある事業所や船舶所有者の社会保険料

については納付期限を延長する措置がとられました。

さらに、特別法の成立により、被災による被害で従業員への報酬の支払いに著し

い支障が生 じている場合には、最長で 24年 2月 納付分 (24年 1月 分保険料)ま で

の保険料の免除を受けられることとなりました。

市)標準報酬月額の改定の特例、傷病手当金等 |二囲しての特例

特別法の成立により、事業所又は船舶所有者が被災し、そのため従業員への報酬

に著しい変動が生じた場合には、その月からの標準報酬月額の改定が可能となりま

した。この措置は、24年 2月 までに受けた報酬が対象です。



,この改定を行つた場合において、傷病手当金及び出産手当金については、改定前

の標準報酬月額に基づく給付が受けられることとされています。

V)医療機関における一部負担全等の整予、免除

震災後、被災された加入者の方が医療機関等で受診した場合には、医療機関等の

窓口で一部負担金等を支払わず (支払の猶予)受診することを可能としていました。

特別法の成立後は、被災された方は一部負担金等を免除することとし、23年 7

月 1日 以降一部負担金等の免除を受けるためには、協会など保険者が発行する免除

証明書の提示が必要となりました。

一部負担金等の免除を受けることができる期間は、当初、国からの財政措置があ

る 24年 2月 末日までとしていましたが、「原発事故に伴 う警戒区域等の被災者」

については、24年度政府予算において、24年 3月 以降も引き続き財政措置がされ

たため、25年 2月 末日までとしました。また、財政措置がされない「その他の被

災者 (住居の全半壊等)」 についても、保険者 としての協会の判断で 24年 9月 末

日まで免除を継続することとしました。

また、一部負担金等の猶予、免除の対象となる方が医療機関等の窓口で一部負担

金等を支払つた場合には、当該一部負担金等を還付しました。

(参考 1)協会における‐部負担金等の免除証明書の発行状況 (累計)

〔健康保険〕

発行枚数

全国計
(う ち被災 3県 )

1岩 手 1宮 城 1福 島

24年 3月 31日現在 261,916 230,041 20,478 125,910 83,653

24年 6月 30日 現在 286,200 252,615 22,840 1371181 92,594

〔船員保険〕

発行枚数

24年 3月 31日 現在 7,683

24年 6月 30日 現在 8.288



(参考 2)協会における一部負担金等の還付状況 (累計)

.  〔健康保険〕

〔船員保険〕

件数 金額

24年 3月 31日

現在 Ⅸl) 2,109 17,026,660

(※ 1)平成 24年 3月 支給決定分まで

(※ 2)金額は円単位

Ⅵ)特定健診及び特定保健指導に係る自己負担分の還付

震災後、被災された加入者の方が、生活習慣病予防健診、特定健診及び特定保健

指導を受けた場合には、自己負担分を還付しました。

還付の対象期間は、24年 3月 末 日までとしていましたが、24年度も自己負担分

の還付を継続することとしました。

(参考)特定健診及び特定保健指導に係る自己負担分の還付の状況

〔健康保険〕

自己負担還付件数

23年度受診者分 24年度受診者分

生活習慣病予防健診 9,612 580

特定健診 1,915 73

特定保健指導 6 0

※ 24年 6月末現在の件数を計上 したもの

全国計
(う ち被災3県 )

1岩 千 1宮 城 1福 島

24年 3月 31日

現在 (※ 1)

件数 1831644 150,413 8,044 86,546 55,823

金額 1,385,768,466 1,102,844,762 35,390,349 617,703,208 449,751,205



自己負担還付件数

23年度受診者分 24年度受診者分

生活習慣病予防健診 112 6

特定健診
晨
υ

′
υ

７
′

特定保健指導
０

´
0

※24年 6月 の件数を計上 したもの

〔船員保険〕

:(4)その他協基の機災者・事業主 (船舶所有者)に対する支援

協会では、以上の特別法や国力ゞらの通達による対応のほか、被災地での出張相談

を年金事務所 と連携して実施 したり、避難所で生活されている方への自治体の健康

支援活動に協会の保健師等が参加 し、協力するなどの対応を行つてまい りました:

福島支部では、23年 3月 28日 から5月 31日 まで福島県の要請により、避難所で

被災された方々に対する健康相談を行いました。延べ 276人 の保健師が 704か所の

′避難所を巡回 して、7,039人 の方に健康相談を行いました。

宮城支部では、23年 5月 9日 から5月 31日 まで仙台市の要請により、市内の避難

所で延べ 25人の保健師が 238人の方に健康相談を行いました。また、石巻市の避難

所では 5月 から6月 末まで 27日 間にわたり健康相談を行いました。

なお、平成 24年 7月 25日 付で福島県知事より感謝状を、平成 23年 9月 14日 付

で仙台市健康福祉局長より御礼状をいただいています。

また、津波の被害のあった地域は船員保険加入者が比較的多い地域ですが、船員

保険では、加入者、船舶所有者の皆様を対象に「船員保険被災者専用フリーコール」

を設置 (23年 4月 25日 から24年 3月 31日 まで設置)し、相談体制を整備 しまし

た。      ヽ

1(5)国の財政支援につ
|)で      、

震災への対応として、一部負担金等や保険料の猶予・免除や標準報酬月額の特例

的な改定が講じられることとなりましたが、これらへの対応には財政負担が生じる

こととなります。協会としては厳しい財政状況の中、これ、らの負担に対する財政支

援措置の要望を健康保険組合連合会と共同で厚生労働大臣に対し行いました (「東

北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震対策に関する緊急要望書」23年 4月 5日

厚生労働大臣宛).



この結果、平成 23年度第一次補正予算 (23年 5月 2日 成立)において、①一部

負担金等免除に伴 う補助、②保険料免除に伴 う補助、③標準報酬の改定の特例に伴

う補助として、296億円 (健保 295億、船保
｀
1億)が予算措置されました。

また、
.24年

度については、「原発事故に伴 う警戒区域等の被災者」に係る一部負

担金等免除に伴 う補助が 16億円、特定健診及び特定保健指導に係る自己負担分の還

付に伴 う補助が 0。 1億円予算措置されました。

|(6)広報について

協会のホームページに東 日本大震災への対応に関する特設のページを作成 し、協   ｀

会における対応の内容について周知を図 りました。また、3月 14日 からは支部窓口

の開所状況を掲載いたしました。

そのほか、特に被災者の多かった地域を中心に、医療機関や事業所向けのチラシ

やポスターを作成 して配布 したほか、地域のマスコミを通 じた広報活動、避難所ヘ

のお知らせの掲示を実施 しました。
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○ 新聞広告 (6月 に全国紙及び地方紙 6紙に掲載 茨城支部)
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○ 医療機関に配布 したポスター (宮城支部の例)

鬱
自国

警爵場攀
協会
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]□より医療機関を受診される際は、
必要になります

〔触燎となる方:

111民害曇助tの通馬地煙 藤 京都を除く〕や被買者生活自建皮握浩の適囃地域の
住民 モ地震の発生以後、E「F可村へ薦出した方を言磐:であ歩、
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轟 編陽原発ゆ遭雛蟷爺地域、]十画的選樹鷹 曜瓢ま顆憩時薦雌撃備配域に指定

さllた場含
働 優翻遭覇l世彎で苺る場合

事六日責に関す0犠耐拍■書につLlてのお間合せ|ま ,・

|

卜鰐i絲鯉難し‖|

各種申請書は協会けん:ごホームベージからダウンロー ドできます

lθ
全国警蟹婿管協会

1    調 責部



○ 事業所や加入者に配布 したチラシ (宮城支部の例 )

平成23年 7月 1日 から目療機関の自口での取扱いr
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東日本大震災への対応について

O被 災者・事業主 (船舶所有者 )に 対する費用負担や給付に関する主な特例措置

0医療機関における一部

負担金等の猶予、免除

E療機 口の意 口での
一部員担壼等の支払

いを猶予 し、保険■で

'収
を更にお予

立法後は免餘

豪

"●
●は、住■0全半

崚、原発事故に伴う■

'区“

■の住民など

ヽ

健康 保 険法 ■の規定 に

より、保険書判断で実施

可能
ヽ

「ア 7

7

Ｌ
■

フ

40"法 による措置
平成 24年 2月 末で終了

0健診・保健指導の費用の
選付

特定健鰺、特定保健 ヽ L
目からの協力依頼によ
り案絡

指導■の自己負担分
の選付 7

0社会保餞料の綸期限産

長、免除

〔日本年11■0■ll

機 ■ した事彙所の社

会保瞼料の納期限を

二長 し、■に一定彙停

で発鍮

特例法による措置
平成24年 2月 末で終了

0標準報■月額の改定の
棚

【ロネ年mlの10

捜贅 した事業所の強

保険者の■軍颯■ 月

饉の特倒的な改定 を

実菫 ア

0傷輌手 当金事に08す る

制

薇災者に対する●嬌
手当金●について改
定前の標準報■月銀
におづき綸付

ヽ

7


